
経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 

（法人番号） 

蔵王町商工会（法人番号 6370105001256） 

蔵王町（地方公共団体コード 043010） 

実施期間 2023/04/01 ～ 2028/03/31 

目標 ①蔵王町の基幹産業を活かした観光消費促進のための販路開拓支援 

②創業・事業承継の推進による地域産業基盤の維持 

③小規模事業者へのＤＸ推進を図り新たな強みを創出 

事業内容 1. 地域経済動向調査に関すること 

①地域の経済動向分析 

②蔵王町内の小規模事業者景気動向調査 

③観光動向の整理・情報提供 

2. 需要動向調査に関すること 

①宿泊施設に関する需要動向調査 

3. 経営状況の分析に関すること 

①小規模事業者の経営分析 

4. 事業計画の策定支援 

①ＤＸ推進セミナーの開催 

②事業計画策定の支援 

③事業承継計画策定の支援 

④創業計画策定の支援 

5. 事業計画策定後の実施支援 

①事業計画策定者のフォローアップ支援 

②事業承継計画策定者のフォローアップ支援 

③創業・第二創業希望者のフォローアップ支援 

6. 新たな需要の開拓支援 

①マスメディアを活用した情報発信 

②ＩＴを活用した販路開拓 

連絡先 蔵王町商工会 

〒989-0821 宮城県 刈田郡蔵王町 大字円田字駅内６２番地の１  

TEL:0224-33-2138 FAX:0224-33-3399 

e-mail:zao1@coral.ocn.ne.jp 



蔵王町 農林観光課 商工振興係 

〒989-0892 宮城県 刈田郡蔵王町 大字円田字西浦北１０  

TEL:0224-33-2215 FAX:0224-33-2257 

e-mail:norinkankou@town.zao.miyagi.jp 
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（別表１）   

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１.目標 

 

(１)地域の現状及び課題 

 

①蔵王町の概要 

蔵王町（ざおうまち）は昭和 30 年、宮村と円田村が合併して誕生、東北の霊峰蔵王

連峰の東麓、宮城県の南西部に位置し、町域の約 6割が山林・原野で占められている。

町の中央を松川が貫流し美しい渓谷の景観を作り出している。蔵王連峰に連なる高原地

帯には貴重な野鳥などが生息し、自然の宝庫となっている。 

 町の基幹産業である農業は、良好な水田地帯となっており水稲を中心に丘陵地を利用

した果樹栽培も県下一の生産量を誇っている。また高原育ちの新鮮な牛乳から作られる

チーズなどの乳製品は、品質の良さから

全国的に人気がある。しかしながら、農

業生産を行う農業従事者の高齢化や減

少、後継者不足、耕作放棄地の増加は否

めない現状にある。 

もう一つの基幹産業である観光は、国

定公園「蔵王」のお釜や蔵王エコーライ

ン沿線の渓谷、樹氷、果樹園風景など豊

かな自然がある。また、スキー場、ゴル

フ場のレジャー施設、開湯 400 年の歴史

を持つ遠刈田温泉など優れた観光資源に

恵まれており旅館や避暑地としてペンシ

ョンの宿泊施設を抱えている。 

 

 

 

 

 

②人口推移(地域経済分析システム(RESAS)より) 

蔵王町の人口は 11,353 人、世帯数 4,539 戸（令和 4 年 7 月末時点） 

人口推移をみると、総人口は昭和 60(1985)年以降、減少傾向を続けており、今後も減

少傾向が続くことが見込まれている。年齢別人口を見ると、年少人口及び生産年齢人口

は減少傾向、老年人口は増加傾向から横ばいとなっている。高齢化率は、平成27年(2015)

の 33.2％から令和 27 年(2045)には 50.6％に上昇する見込み。生産年齢人口比率は、平

成 27 年(2015)の 55.4％から令和 27 年(2045)には 41.4％に低下する見込みである。 
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出典：RESAS 

③地域産業の現状と課題 

〇地域産業の強み 

  時季により食材が豊富で、毎年 7 月から 11 月末にかけて「梨まつり」や「里芋ま

つり」など市が開かれている。また、蔵王町の観光資源を活かした自転車レース「ヒ

ルクライム・エコ」や「雪の壁ウォーク」や「樹氷めぐり」などイベントを開催し魅

力を伝え交流人口を増やし近隣の商店街や宿泊施設等の経済効果を高めている。各祭

事等には町や観光物産協会やＪＡ等関係機関が連携し、蔵王町の交流人口増加の一助

となっている。更に、蔵王町では、豊かな自然、歴史、文化等地域の特性を生かし生

産又は加工されたものの中から、特に優れた産品を蔵王ブランドとして認定してい

る。 

 

〇業種別の現状と課題 

ⅰ.商業の現状と課題 

 蔵王町の商業は、４つの商店会組織（永野商店会 9会員、遠刈田中央商店会 9 会員、

蔵王通り振興会 9会員、宮地区商店会 31 会員、合計 58 会員）が存在しているほか、商

店会組織に属さない従来からの場所で営業している店舗が点在している。蔵王町に隣接

する大河原町、柴田町、白石市は近くて５分、遠くても３０分もあれば買い物ができる

環境にあり、大河原町、柴田町、白石市に出店している中規模、大規模店への消費購買

力の流出が売上減少の要因に挙げられる。地域内の店舗を見渡すと、既存店舗の老朽化、

経営者の高齢化、加えて事業所の厳しい経営状況により、自分の代で廃業というところ

が多く見られ、会員事業所の約 50％は後継者がいない状況にある。今後は空き店舗が増

加することが懸念される。空き店舗は、自宅と続いているところが多く居住している方

も高齢になっているため、理解を得て活用できるかが課題である。 

 

ⅱ.建設業の現状と課題 

度重なる地震により一時的な受注があるもののウッドショックによる原材料の高騰
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や震災復旧・復興工事の収束に伴う公共事業の大幅な削減で経営が厳しい状況にある。

また、大手ハウスメーカーなどが進出し新築住宅やアパート建築の工事が多くなってき

ている。地元事業者の受注規模が小さくなってきており、更に人口減少や受注減もあり、

経営環境は厳しい状況にある。今後も従業員の高齢化や若手担い手不足が課題である。 

 

ⅲ.製造業の現状と課題 

製造業では、窯業・土石が 21.9％と最も多く、次いで食料品製造業が 15.6％、金属

製品が 12.5％、業務用機械が 9.3％の業態になっている。 

令和元年度の宮城県工業統計調査によると、宮城県全体の製造品出荷額は平成 26 年

度同調査と比較すると 143％増加している一方、蔵王町の窯業・土石、食料品製造業、

金属製品、業務用機械では全て減少している。その中でも食料品製造業が 59.3％減少

しており、要因としては、個人消費の落ち込み、東日本大震災等の影響により取引先の

減少により販路が縮小した事業所があったことが考えられる。 

 

ⅳ.観光業の現状と課題 

令和 2年度の遠刈田温泉観光客入込数は 429 千人、前年対比 58.6％で大幅に減少、遠

刈田温泉宿泊者数 145 千人、前年対比 51.5％と大幅に減少、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響によるもので、旅館やペンションの宿泊業は、かなりの影響を受け厳しい経

営状況にある。ペンションについては、経営者の高齢化による廃業や事業譲渡が増えて

いる。今後も新型コロナウイルス感染症の影響は続くことが予想され、ウイズコロナを

見据え、年間交流人口の増加を図る蔵王町の魅力を活かした取組が必要である。 

 

蔵王町集客実績（県観光統計概要より） 

遠刈田温泉観光客数・宿泊数 

 

④商工会の現状と課題 

 会員数の増減傾向としては、全ての業種が減少となっている。減少傾向の要因として

は、経営者の高齢化、後継者難、営業不振による廃業であり、今後は創業や事業承継な

どで会員の減少を抑えながら、総会員数の増加を図り、商工会全体の活性化を図ること

も重要な課題である。 

 

○業種別商工業者の推移 

項  目 平成 21 年 平成 26 年 令和元年 令和 3 年 

商工業者数(A) 627 575 568 545 

小規模事業者数 516 491 480 457 

一般会員数(B) 494 454 418 412 

組織率(B) /(A) 78.8％ 79.0％ 73.6％ 75.6％ 

項目 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 （2 年/元年） 

観光客入込数 667,150 733,293 429,635 58.6% 

宿泊者数 259,679 283,092 145,903 51.5% 
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業
種
別
内
訳 

サービス業 172 149 134 136 

建 設 業 136 132 132 123 

卸小売業 103 93 80 80 

製 造 業 45 41 38 40 

そ の 他 38 39 34 33 

 (出典：商工会独自調査による) 

 

(２)小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

 

①10 年程度の期間を見据えて 

 蔵王町の小規模事業者は、地域経済を支える重要な柱である。人口推移によれば今後

人口は減少していくのが予想され、また新型コロナウイルス感染症拡大の影響が長期化

しており、「売上増加、利益確保、創業の増加」が現状では実現しにくい。このような

経営環境の変化の中、自らやる気を出し、課題を見つけ、解決し小規模事業者が目指す

ことで「売上増加、利益確保、創業の増加」が実現しやすくなる。このため当商工会は、

小規模事業者の目指す姿を実現するための支援を継続し、従来の税務や金融等に留まら

ず、高度な経営課題についても支援機関と連携を図り、小規模事業者に寄り添い発展と

地域経済の活性化を図っていく。 

 

②第五次蔵王町長期総合計画との連動性・整合性  

 蔵王町では、第五次蔵王町長期総合計画(平成３０年度から令和９年度)における町の

未来像を「ずっと愛にあふれるオンリーワンなまち・ざおう」を掲げ、蔵王町の豊かな

自然を愛する心、人を愛する心、郷土を愛する心で、魅力あるまちづくりのために取り

組んでいる。 

 町の未来像の実現のために、5 つの基本方針を示しており、そのうち商工業に対する

方針は「活気あるまちづくり」であり、そのうち商工会と方向性を同一にしているのは

下記の通りである。 

 

【商工業の振興】 

  取組１ 地域企業の強化 

  取組２ 各種融資制度の活用促進 

  取組３ 地域振興と雇用確保のための企業誘致 

  取組４ 雇用機会確保のための情報提供 

  取組５ 消費者行政の推進 

 

③商工会としての役割 

 商工会は、事業の発展や地域の発展のために、総合的な活動をおこなう団体であり、

国、県、町の行政の各種支援策の普及や小規模事業者へ推進するための取次役である。 

 人口が減少する中、蔵王町を活性化するためには、地域活動を支える小規模事業者が

元気でなければならない。売上減少や経営者の高齢化等小規模事業者の取り巻く経営課

題に対応するため、事業者が自ら課題を見つけ、解決して目指す姿になるために商工会
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の特色である経営分析・事業計画策定・実施・フォローアップの伴走型支援をしていく

必要がある。 

 

(３)経営発達支援事業の目標 

「小規模事業者に対する長期的な振興のあり方」を踏まえて、当地区の小規模事業者

に共通する課題「売上増加」「利益確保」「創業者を増やす」を目指すために、当商工会

が、事業計画の策定やその着実な実施を小規模事業者に寄り添って支援し、経営力を向

上させることで、「当地区の多くの小規模事業者の経営を持続させること」を目標とす

る。 

 

 目標① 蔵王町の基幹産業を活かした観光消費促進のための販路開拓支援 

 

 目標② 創業・事業承継の推進による地域産業基盤の維持 

 

 目標③ 小規模事業者へのＤＸ推進を図り新たな強みを創出 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２,経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和５年４月１日～令和１０年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 

 目標①蔵王町の基幹産業を活かした観光消費促進のための販路開拓支援 

  蔵王町はお釜や遠刈田温泉がある県内有数の観光地であるが、令和２年度の遠刈田 

温泉観光客入込数及び宿泊者数は前年対比で大幅に減少している。そのため経済動向 

調査として観光動向の分析を行い、また需要動向調査では宿泊客からアンケートをと 

り、これらの情報を活用しながら、事業計画策定支援を通じ観光消費促進のための取 

組を支援する。またプレスリリースやＩＴを活用し販路開拓支援も併せて実施する。 

 

 目標②創業・事業承継の推進による地域産業基盤の維持 

宮城県蔵王町というとお釜、遠刈田温泉と知名度があり、また梨や里芋など食材も

豊富で、このような魅力的な蔵王町で起業したいという希望者が多く、希望者のため

に創業セミナーを開催し、宮城県よろず支援拠点と連携し創業者を増やす。 

  商業は、特に後継者不足が課題で事業者の中には、電器店や小売店等消費者にとっ 

 てなくてはならない事業者も多いが、親族の承継ではなく事業者が他人に譲るとなる 

 と手放したくないなど難題がある。このため宮城県事業引継支援センター及び日本政 

策金融公庫と連携し、事業者が納得し親族や第三者に事業承継出来るよう支援する。

これらの推進を図り小規模事業者の維持を図る。 

 

 目標③小規模事業者へのＤＸ推進を図り新たな強みを創出 

  小規模事業者にとって、ＩＴには関心があるものの手間や不慣れ等の理由により今

まで十分に取り入れられなかった。今後は、ＤＸに関する意識や知識を一層理解して

もらうため、経営指導員等による説明や指導を行い、ＥＣサイト活用による域外の販

路開拓やネット de 記帳や弥生会計活用により生産性向上によるコスト削減などを取

組み、内容によっては宮城県よろず支援拠点の専門家等と連携し、売上増加や利益確

保につながるよう新たな強みをつくる。 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 

３.地域の経済動向調査に関すること 

 

(１)現状と課題 

【現状】 

現在の経済動向の把握は、みやぎ経済月報、東北管内経済動向、景況レポート等の外

部の情報収集資料からの必要情報の抽出、整理、分析、指導員による巡回訪問・窓口相

談時及び金融・経営・決算指導時などの聞き取りにおいて地域の経済動向を把握してい
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るが、国が提供するビックデータ等は活用していない。 

各調査の結果については、小規模事業者へ提供している他、行政等との共有を行って

いる。 

【課題】 

 調査結果は、一部の事業者にしか情報が行き渡らず、地域の小規模事業者の発展へつ 

ながるように有効活用ができていない。 

 分析結果は、職員間で共有し、定期的に経済動向を把握して、巡回訪問・窓口相談で 

の経済分析・事業計画策定支援の際に活用し、事業者の発展へと繋げる。 

 また、地域経済分析システム(RESAS)等のビッグデータを活用した、地域経済動向を 

分析し年 1回ホームページに公表する。 

  

(２)目標 

支援内容 
公表 

方法 
現行 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

① 地域の経済動向分析

の公表回数 

ＨＰ 

掲載 
 0 回 １回 １回 １回 １回 １回 

② 蔵王町内の小規模事

業者景気動向調査の

公表回数 

ＨＰ 

掲載 
 1 回 １回 １回 １回 １回 １回 

③ 観光動向の整理・ 

情報提供の回数 

ＨＰ 

掲載 
0 回 １回 １回 １回 １回 １回 

 

(３) 事業内容 

①地域の経済動向分析（「地域経済分析システム」(RESAS)の活用） 

 事業者が将来に向けた事業活動や経営判断などの基礎資料として活用してもらうた

め、ビッグデータとしての「地域経済分析システム」(RESAS)の積極的な活用に努め地

域の経済動向調査・分析を行い年 1回ホームページで公表し、事業者が事業計画策定す

るための資料として活用する。 

調査手法 経営指導員等が「地域経済分析システム」(RESAS)を活用し、地域の

経済動向分析を行う。 

調査項目 ・「地域経済循環マップ・生産分析」⇒何で稼いでいるか等を分析 

・「まちづくりマップ・From－to 分析」⇒人の動き等を分析 

・「産業構造マップ」⇒地域産業の現状を分析 

※上記の分析を総合的に分析し、事業計画策定支援に反映する 

 

② 蔵王町内の小規模事業者景気動向調査  

本調査については、調査票を作成し、年 1回、巡回訪問によるヒアリング方式で売上

額、客単価、客数、資金繰り、採算、長期借入金、業況、今後の見通し、直面している

経営課題について調査する。 

結果については、調査対象業種別に整理・分析を行い、小規模事業者の景況感等の把

握を行い事業計画策定の基礎資料とする。加えて、調査結果はホームページや商工会報

にて公表し経営の見直しの機会等を創出する。 
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調査対象 建設業 20 社、製造業 5 社、小売業 15 社、飲食業 10 社、サービス業

15 社、宿泊業 5 社、計 70 社程度 

調査項目 売上額・客単価・客数・資金繰り状況・採算・長期借入金・業況 

今後の見通し・経営課題 

調査手法 巡回訪問によるヒアリングにより実施して回収する 

経営指導員等が回収したデータを整理し、中小企業診断士と連携し分

析を行う 

調査回数 年 1回（２月） 

 

③ 観光動向の整理・情報提供  

蔵王町は県内でも有数の観光地であることから、地域内消費者のみならず交流人口等

の現状を把握することで、事業計画策定の基礎資料となることから、宮城県観光統計よ

り、「入込客数」「圏域別観光客入込数」「宿泊観客数」から調査結果を整理し、年１回、

ホームページ上で公開し情報提供を行う。 

調査対象 宮城県観光統計 

調査項目 入込客数、圏域別観光客入込数、宿泊観光客数 

調査手法 経営指導員が観光客数や旅行スタイルの変化、商圏（どこから来てい

るか）など動向変化について整理し提供する。 

調査回数 年１回（１２月） 

 

(４)調査結果の活用方法 

 上記調査で収集した情報は、経営指導員等が業種別・地域別・内容別に整理・分析し、

本会ホームページに掲載し、広く地域小規模事業者等に周知すると共に、会員事業所へ

巡回訪問及び個別相談の際に提供し、小規模事業者に対する事業計画策定等の基礎資料

として活用する。 

 また、蔵王町や蔵王町観光物産協会等関係機関との意見交換時にも基礎資料として活

用する。 

  

４．需要動向調査に関すること 

 

(１)現状と課題 

【現状】 

これまで宿泊業者の販路開拓や宿泊商品やサービスのブラッシュアップのために宿

泊施設を利用した宿泊客に対する需要動向調査を実施した。しかし、新型コロナウイル

ス感染症拡大により宿泊客が少なく、宿泊業者へのフィードバックが不十分であり、需

要動向に関する活用はできていない。 

【課題】 

新型コロナウイルス感染症拡大後、宿泊部屋の稼働率制限等で売上減少や利益確保が

かなり厳しい。宿泊客のニーズも大きく変化している。そのため多様化する宿泊客のニ

ーズを的確に把握し、小規模事業者の商品の見直しやサービス内容の改善など、経営の

改善及び需要を見据えた事業展開するために、需要動調査の適切な実施・分析を行うこ
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とが必要である。分析結果は、小規模事業者の事業計画策定や販路開拓に活用する。 

 

(２)目標 
項目 現行 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

調査回数 
 １回 １回 １回 １回 １回 １回 

調査対象事業者数 
１者 2 者 2 者 2 者 2 者 2 者 

 

(３)事業内容 

 管内の宿泊業者の販路拡大や新規顧客の獲得を目的として、事業所毎の宿泊客を対象

にアンケート調査を実施する。内容については、サービスの品質、顧客満足度を中心に

調査を行い、商工会職員が集計を行い、分析結果を中小企業診断士と連携しながら、サ

ービスの向上や販路開拓に向けた基礎的資料として活用する。 

 

①宿泊施設に関する需要動向調査  

 内      容 

調査対象 販路拡大や新規顧客の獲得を希望する地域内の旅館 1件、ペンション

1 件の 2 事業者を選定し、選定された宿泊施設を利用した宿泊者に対

してアンケート実施する。 

調査項目 調査項目については、下記項目を基本とし、事前に調査対象事業者の

意向を確認するとともに、中小企業診断士の指導を頂きながら設定す

る。 

１．基本項目  

性別、年齢、居住地域、予約の取り方、宿泊目的、回数、同行者 

２．個別項目  

  宿泊単価、食事の感想、施設の雰囲気、接客対応、設備の満足度、 

清潔感、付帯サービスの要望、再来訪の意向 

３．その他 

  個社に対する意見等 

調査手法 宿泊者にチェックイン時に調査票を手渡し、チェックアウト時に返答

をいただくことを基本とする。 
 

調査回収数 １事業者当たり、２０人の回答を目標とする。 

ペンションは、客室数が旅館施設より少ないため１０人の回答を目標

とする。 

調 査 結 果 の 

活用方法 

調査結果は、経営指導員等が収集、整理して宿泊施設運営などに詳し

い専門家の意見を踏まえた分析結果を、巡回訪問時等に対象事業者へ

調査結果のフィードバックを行うことで、消費者視点でのメニュー開

発やサービスの改善をし、更に、事業計画策定ならびに販路開拓に繋

げていく。 
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５．経営状況の分析に関すること 

 

(１)現状と課題 

【現状】 

今まで、記帳代行や所得税等の確定申告時や各種補助金、助成金の申請や融資斡旋の 

相談があった都度、営業利益や売上高等の変化を把握することが多く、事業者は自社の

本当の強み、弱み、機会、脅威や財務状況などの分析を行っておらず、必要性を十分理

解していない。 

【課題】 

小規模事業者の多くは長年の経験や勘に頼りにし、経営分析を重要視してこなかっ

た。分析や目標設定による事業計画を策定することが、事業の維持発展につながること

を理解してもらう必要がある。 

 

(２)目標 

 

(３)事業内容 

金融相談など経営に係る各種相談に来られた窓口対応時や、経営指導員等が会員事業

所へ巡回訪問を行う際に、経営分析の必要性を周知し、掘り起こしを行う。また、小規

模事業者に対して経営分析の知識の習得やその必要性を説明し、小規模事業者の意識改

革を図る必要性がある。 
経済産業省のローカルベンチマークや中小機構の「経営自己診断システム」、経営支

援基幹システム(BIZ ミル)等の分析ソフトを活用して、「財務分析」と「非財務分析」の

双方を行う。 
 

①小規模事業者の経営分析 
対象者 持続化補助金、ものづくり等補助金申請支援、需要動向調査の

対象者や巡回訪問・窓口相談者のうち経営分析を希望する事業

者 

分析項目 【財務分析】 

売上増加率、営業利益率、損益分岐点、労働生産性、 

ＥＢＩＴＤＡ、有利子負債倍率、自己資本比率等 

【非財務分析】 

強み、弱み、機会、脅威等の「ＳＷＯＴ分析」、 

市場規模、シェア等 

分析方法 経済産業省のローカルベンチマーク、中小機構の「経営自己診

断システム」、経営支援基幹システム(ＢＩＺミル)等を利用し、

経営指導員が分析する。 

 
(４)経営分析の活用方法 

支援内容 現行 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

① 経営分析件数 40 件 40 件 40 件 40 件 40 件 40 件 
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分析結果については、当該事業所に対してフィードバックし、小規模事業者の経営課

題を見出すことで、事業計画の策定等今後の経営の方向性の指標として活用する。 

また、明らかになった課題を解決するため、経営指導員を中心に商工会職員で伴走型

支援を行う。 

さらに、専門性が求められる事項については、県連合会のエキスパート事業による専

門家派遣や宮城県よろず支援拠点等からの専門家派遣制度等を通じた指導を活用する。 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

 

(１)現状と課題 

【現状】 

 現在の事業計画策定支援は、融資斡旋時や小規模事業者持続化補助金等各種補助金申 

請時に必要に応じて事業計画を作成しており、事業計画策定の意義や重要性について認 

識が低く、自主的に計画を作成する事業者は殆どいないのが現状である。 

 創業支援については、新聞折込等により創業セミナーを開催したが、開催する月や時 

間等が合わないのか参加者がいなかったり、参加者 1 名だったりとかなりの少人数で創 

業希望者の掘り起こしがあまりできていない。 

【課題】 

 事業者が高齢化していく中、事業者自身が事業計画策定の重要性についての理解と認 

識を示し、事業承継、創業(第２創業を含む)等を支援するため、事業者自身で事業計画 

策定する重要性を啓蒙し、事業計画策定事業者の掘り起こしを積極的に行い、各種の事 

業計画策定に結び付けていく必要がある。 

 

(２)支援に対する考え方 

 事業計画を策定したことがない小規模事業者にとって、事業計画の必要性を理解して 

いないため、スムーズに事業計画を策定することが出来る事業者は少なく思える。地域 

の経済動向調査や経営状況の分析、需要動向調査の結果を踏まえ、積極的な提案による 

伴走型の指導・助言を行う。結果として、経営分析を行った事業者が効果的な事業計画 

を策定すること等を通じて小規模事業者の事業の持続的発展を図る。 

 事業計画の策定前段階においてＤＸに向けたセミナーを行い、小規模事業者の競争力 

の維持・強化を目指す。事業計画の策定支援では、経営分析事業者数の半数の事業計画 

策定を目標とする。また、創業予定者に対しては、蔵王町と連携し、特定創業セミナー 

の開催や個別相談によりビジネスプランの策定を支援する。 

 

(３)目標 
目標項目 現行 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

DX 推進セミナーの開催 
  - １回 １回 １回 １回 １回 

事業計画策定セミナーの

開催 
0 回 １回 １回 １回 １回 １回 

事業計画策定事業数 
15 者 20 者 20 者 20 者 20 者 20 者 
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事業承継計画策定事業者

数 
0 者 1 者 1 者 1 者 1 者 1 者 

特定創業セミナーの開催 
１回 １回 １回 １回 １回 １回 

創業・第二創業計画策定 

事業者 
0 者 １者 １者 １者 １者 １者 

 

(４)事業内容 

 

①ＤＸ推進セミナーの開催 

 製造業では、既存販路が縮小していることが課題であるためＳＮＳによる広報やホー

ムページの拡充を図る。観光業では、観光客入込数の減少が課題であり、ＳＮＳによる

情報発信やＥＣサイト活用による域外への販路開拓を図る。蔵王町の事業者は1名のみ

か従業員1名から2名という事業者が多いため、ネットde記帳や弥生会計など生産性向上

によるコスト削減等を図る。このようなＤＸに向けた取り組みを推進するためにＤＸに

関する意識の醸成や基礎知識を習得するセミナーを開催する。 

項  目 内  容 

1.支援対象者 主に経営分析を行った事業者等(管内小規模事業者を含む) 

2.開催回数 年 1回 

3.内容 

 

セミナーのテーマ 

・ＤＸ総論、ＤＸ関連技術(クラウドサービス、ＡＩ等)や具体的な

活用事例について 

・クラウド型顧客管理ツールについて 

・ＳＮＳを活用した情報発信方法について 

・ＥＣサイトの利用方法について 

4.募集方法 経営指導員等の巡回による経営分析を行った事業者への直接案内

及びチラシ配布による案内 

5.参加予定数 10 名 

また、セミナーを受講した事業者の中から取り組み意欲の高い事業者に対しては、経

営指導員等による相談対応・経営指導を行う中で必要に応じて、ＩＴ専門家派遣を実施

する。 

 

②事業計画策定の支援 

事業計画策定セミナーや個別相談会に参加した小規模事業者並びに巡回訪問、窓口相

談で抽出した経営分析を行った小規模事業者に、事業計画を策定し実行することの重要

性を認識していただき、事業計画策定を行うことで経営課題の解決につなげる。 

個別相談会においては、宮城県商工会連合会のサポーティングリーダーや県の補助事業

である「伴走型経営支援体制強化事業」の専門家派遣、宮城県よろず支援拠点等を活用

して専門的な支援を行う。 
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(イ)事業計画策定セミナーの開催 

項  目 内  容 

1.支援対象者 主に経営分析を行った事業者等(管内小規模事業者を含む) 

2.開 催 回 数 年１回 

3.内   容 

 

地域の経済動向、自社の経営分析、商品・サービスの需要動向の分

析結果を踏まえた事業計画立案の進め方や戦略策定のノウハウに

ついて講習し、自社の事業計画を策定する。 

・事業テーマ、事業構想を明確にする。 

・方法、手段を決める(具体的取り組み内容を決める) 

・スケジュールを決める(具体的な行動予定を明らかにする) 

・予算を決める(目標予算、経費予算を計画する) 

・収支計画書、資金計画書を作成する。 

・自社の事業計画書を作成する。 

4.募 集 方 法 経営指導員等の巡回による経営分析を行った事業者への直接案内

及びチラシ配布による案内 

5.参加予定数 10 名 

 

(ロ)事業計画策定セミナーに参加した事業者を対象とした「個別相談会」の開催 

 【募 集 方 法】事業計画策定セミナー参加者へ直接案内 

 【回    数】年５回 

 【内    容】専門家等による具体的な事業計画策定を支援 

 【参加者予定数】１回あたり３名 

 

(ハ)事業計画の策定 

 【支 援 対 象】経営分析を行った事業者及び事業計画策定セミナーを受講し経営分析

を行った者 

 【手段・手法】経営分析を行った事業者及び事業計画策定セミナー受講者に対して、

事業計画策定セミナー担当講師等による個別相談会を開催すると共

に、宮城県商工会連合会サポーティングリーダー及び宮城県よろず支

援拠点等の外部専門家も交えて事業計画の策定につなげていく。 

        

③事業承継計画策定の支援 

 事業者の半数は後継者不足が課題である。後継者がいないので事業継続をしないと決

め経営している高齢経営者が多い。事業承継というと親族の承継と思いがちだが、他人

に継承するという選択もあるが、まだ認識が薄い。事業者が他人に譲りたくない難題が

ある。事業者が親族や第三者に納得して事業承継出来るように宮城県事業引継支援セン

ター及び日本政策金融公庫と連携し支援する。 

 

(イ)事業承継希望者の掘り起こし方法 

  経営指導員等による事業者への巡回訪問等や蔵王町広報誌やチラシの配布により 

  事業承継希望者の掘り起こしを行う。 
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(ロ)事業承継希望者を対象とした「個別相談会」の開催 

【募 集 方 法】事業承継希望者へ直接案内 

 【回    数】必要に応じて 

 【内    容】専門家等による具体的なビジネスプラン(事業承継計画書)策定支援 

 【参加者予定数】１名 

 

(ハ)事業計画の策定 

 【支 援 対 象】事業承継希望者 

 【手段・手法】事業承継希望者に対して、個別相談会を開催すると共に、宮城県事業

引継支援センターの外部専門家も交えて事業承継計画の策定につな

げていく。 

 

④創業計画策定の支援 

  創業・第二創業予定者に対する創業セミナーを開催する共に、宮城県商工会連合会サ

ポーティングリーダー及び宮城県よろず支援拠点等の専門家と連携しながら、個別指導

よるビジネスプラン(創業計画書)の策定を支援する。 

 

(イ)創業希望者等に対する「創業セミナー」の開催 

項  目 内  容 

1.支援対象者 創業・第二創業希望者（管内小規模事業者を含む） 

2.開 催 回 数 年１回 

3.内   容 

 

「経営」、「財務」、「人材育成」、「販路開拓」の４分野を１日２時間

３０分の講義で５日間に分けて開催。 

【経  営】 

・起業成功ポイント ・創業の心構え ・キャリアの棚卸 

【財  務】 

・財務の基礎 ・財務３表を理解する ・資金調達の方法 

【人材育成】 

・人を育てるポイント ・人材育成の仕組みづくり 

【販路開拓】 

・マーケティングの基本 

4.募 集 方 法 蔵王町広報誌及び新聞折込チラシ、本会ホームページによる広報 

5.参加予定数 10 名 

 

(ロ)創業セミナーに参加した創業希望者を対象とした「個別相談会」の開催 

【募 集 方 法】創業セミナー参加者へ直接案内 

 【回    数】年 1 回 

 【内    容】専門家等による具体的なビジネスプラン(創業計画書)の策定支援 

 【参加者予定数】１名 
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(ハ)事業計画の策定 

 【支援 対象】創業セミナーの受講者 

 【手段・手法】創業セミナー受講者に対して、個別相談会を開催すると共に、宮城県

商工会連合会サポーティングリーダー及び宮城県よろず支援拠点等

の外部専門家も交えて創業計画の策定につなげていく。 

        

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

 

(１)現状と課題 

【現状】 

 これまで事業計画策定後の巡回訪問等を強化し、進捗状況の確認を行うことにより、

事業者の計画策定のみならず、実行に対する意識の向上が図られ、経営意欲を引き出す

良い機会となった事業者もあったが、売上増加や利益確保の結果に着目したフォローア

ップを実施してこなかった。 

【課題】 

事業者への計画策定後の実施支援においては、定期的なフォローアップは行うことが

できたが、何らかの問題が発生している事業者については、その発見と対処が遅れてし

まうことがあった。そのようなことがないようにどのように支援していくかが課題であ

る。 

 

(２)支援に対する考え方 

 事業者が策定した計画の進捗状況を巡回支援等により定期的に確認し、計画実行が滞

っている事業者に対しては、早急に原因を追究し専門家と連携して課題への対処法を速

やかに提案することで、ＰＤＣＡサイクルが正常に機能するように支援する。 

 

(３)目標 
支援内容 現行 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

①事業計画策定フォロー

アップ事業者数 
11 者 20 者 20 者 20 者 20 者 20 者 

フォローアップ回数 10 件 80 件 80 件 80 件 80 件 80 件 

利益率 2％以上増加の事

業者数 
- 10 者 10 者 10 者 10 者 10 者 

②事業承継計画策定フォ

ローアップ事業者 
0 者 1 者 1 者 1 者 1 者 1 者 

フォローアップ回数 0 回 4 回 4 回 4 回 4 回 4 回 

売上目標達成の事業者 0 者 1 者 1 者 1 者 1 者 1 者 

③創業・第二創業計画策

定フォローアップ事業

者数 

0 者 1 者 1 者 1 者 1 者 1 者 

フォローアップ回数 0 回 12 回 12 回 12 回 12 回 12 回 

売上目標達成の事業者 0 者 1 者 1 者 1 者 1 者 1 者 
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(４)事業内容 

①事業計画策定者のフォローアップ支援 

事業計画策定者等に対しては策定後、四半期に１回巡回訪問を行い計画の進捗状況

（事業計画：事業実施スケジュール）の確認や、売上計画の状況、経営上の課題などに

ついてヒアリングを行い売上計画における差異等がみられた場合には、分析を行い計画

の修正を行うとともに、宮城県商工会連合会サポーティングリーダーや宮城県よろず支

援拠点等の専門家派遣制度を活用し改善を図る。また、計画通りに進捗している場合に

も、他の事例や専門家を活用しながら支援企業の事業計画内容に沿った情報提供を行

う。 

 

②事業承継計画策定者のフォローアップ支援 

事業承継については、四半期に１回巡回訪問を実施し行う。事業承継に係わるフォロ

ーについては、相続・贈与等の税法に係わる面と事業実施に係わる面があることから、

状況に応じて宮城県事業引継ぎ支援センター及び日本政策金融公庫等の関係機関から

の協力を得ながら、課題別に税理士・弁護士等を活用し課題解決を図る。進捗状況によ

り差異等がみられた場合も、分析を行い計画の修正を行うとともに状況に応じて外部専

門家等を活用する。 

 

③創業・第二創業希望者のフォローアップ支援 

創業者について事業が軌道に乗るまでは、特に進捗確認を要することから重点的に１

カ月に１回として巡回訪問し、事業計画の内容に沿って進捗状況、資金繰りや販路開拓

の状況など確認し、計画との差異や課題等がみられた場合は、計画の修正のための分析

を実施するが、策定した計画通りに順調な場合には、四半期に１回巡回訪問を実施する。

状況に応じて、宮城県商工会連合会サポーティングリーダーや宮城県よろず支援拠点等

の専門家派遣制度を利用し改善を図る。また、記帳の状況や労務に係わる書類整備など

経営全般を幅広くフォローする。 
 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 

(１)現状と課題 

【現状】 

外国人観光客を対象にした販路開拓支援は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観

点から実施は控え、新たな需要の開拓に寄与出来ていなかった。地域内の小規模事業者

の多くは、ＩＴには関心があるものの手間や不慣れ等の理由により今まで十分に取り入

れられなかった。そのため商圏が限定された範囲に留まっている。 

【課題】 

事業者が、マスメディアの活用や自らＩＴを活用することによって、より広い商圏や

ターゲットにアプローチできる。このことがより効果が高いことを理解・認識してもら

い、提供する商品・サービスについて宮城県商工会連合会サポーティングリーダーや宮

城県よろず支援拠点等の専門家等を活用し新たな需要開拓の取組みを支援していく必

要がある。 
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(２)支援に対する考え方 

観光客動向調査や需要動向調査の結果を基に、新たな事業展開へ繋がる商品・サービ

スなどより広い商圏やターゲットにアプローチできるように新聞社等へのプレスリリ

ースやＳＮＳを活用する等情報発信の強化を支援し、小規模事業者の事業の持続的な発

展を目指す。 

 

(３)目標 
項目 現行 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

①プレスリリース等による

広報支援者数 
- 1 者 1 者 1 者 1 者 1 者 

売上増加率(前年比/者) - 105％ 105％ 105％ 105％ 105％ 

②ニッポンセレクト. com

登録事業者数 
- 3 者 3 者 3 者 3 者 3 者 

売上増加率(前年比/者) - 105％ 105％ 105％ 105％ 105％ 

③ＩＴ等による広報支援者 

 数 
- 3 者 3 者 3 者 3 者 3 者 

売上増加率(前年比/者) - 105％ 105％ 105％ 105％ 105％ 

 

(４)事業内容 

①マスメディアを活用した情報発信 

目 的 自社の取扱商品・サービスのＰＲ、情報発信による需要開拓 

支 援 対 象 自社の取扱商品、サービスの情報発信を望む小規模事業者 

訴 求 相 手 蔵王町の地域資源に興味、魅力を感じている潜在顧客 

販 路 開 拓 の 概 要 情報発信等を通じて、商品、サービス等のＰＲ及び認知度ア

ップ 

商工会としての取組 小規模事業者への関心と知名度が向上する手法の指導 

プレスリリース等の情報発信 

他の機関との連携など

による効果的な取組 

宮城県商工会連合会、蔵王町、宮城県、宮城県よろず支援拠

点等と連携して、広域的に周知をしていく。 

 

②ＩＴを活用した販路開拓 

目 的 インターネット、ＳＮＳ等を活用した自社・取扱商品・サー

ビスのＰＲ、情報発信、販売 

支 援 対 象 ＩＴ活用による情報発信・販売を望む小規模事業者 

訴 求 相 手 蔵王町の地域資源に興味、魅力を感じている潜在顧客 

販 路 開 拓 の 概 要 ニッポンセレクト.com、ＳＮＳ等ＩＴを活用した情報発信の

支援を行い、商品、サービス等のＰＲ及び認知度アップを図

り、販路開拓を行う。 

商工会としての取組 効果が表れるプロモーション手法の指導を行い、積極的な情
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報発信による新たな需要の創出を支援する。 

他の機関との連携など

による効果的な取組 

宮城県商工会連合会、蔵王町、宮城県、宮城県よろず支援拠

点、全国商工会連合会等と連携して、ホームページやＳＮＳ

等の活用により広域的に周知をしていく。 
 
Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取り組み 

 

9．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 

(１)現状と課題 

【現状】 

これまで事業評価は、事業の数値目標設定により定性面に加え定量面の評価について

外部有識者を交え「事業評価会議」において、年 1回事業の評価・検証・見直しを実施

し、次年度以降の事業計画策定に活用した。 

【課題】 

 これまでのところ特段の課題はないため、今後も継続して事業を実施する。 

 

 (２)事業内容 

 

①事務局会議の開催 

事務局内において、年間１２回経営発達支援計画の進捗状況について会議し事業計画

の確認、事業内容の検証、事業の進捗状況、事業の改善について協議する。 

 

②事業評価会議による評価 

事業評価会議を設置し、年に 1 回、中小企業診断士等の外部有識者、宮城県商工会連

合会担当者、蔵王町農林観光課課長、蔵王町商工会正副会長、七ヶ宿町商工会経営指導

員、本会法定経営指導員の構成員により経営発達支援事業における進捗状況等の評価・

検証を行い、次年度の経営発達支援事業に対する取組に反映させる。 

なお、七ヶ宿町商工会経営指導員の参加については、毎月刈田エリア経営支援会議を

開催し、経営支援のスキル向上や刈田エリアの景況等意見交換を行っており、法定指導

員という同等の立場から評価してもらう。 
 
③理事会での報告 

事業評価会議による評価結果は、理事会に報告し承認を受ける。 

 

④評価・検証の公表 

事業の成果・評価・見直し等の評価結果については、本会ホームページに年 1 回公表

し、地域の小規模事業者等へその内容を開示する。 
 

10. 経営指導員等の資質向上等に関すること 

 

(１)現状と課題 
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【現状】 

経営指導員資質向上については、宮城県商工会連合会等が主催する各種研修会等を受 

講し、事業者支援のために資質向上に努めたが、各職員の知識の底上げに留まり、職員

間でのノウハウの共有が徹底されていなかった。そのため経営指導員等の経験年数によ

り指導能力に差異が生じている状況ある。 

【課題】 

これまでの組織としての支援能力の底上げと教育体制を構築するが、経営指導員等の

指導能力に差異があるため、経営指導員同士の支援ノウハウ等の共有、チーム支援によ

るＯＪＴの実践等による経営指導員の資質向上を図るとともに組織全体の支援能力を

図る。支援格差を解消する。 

 

(２)事業内容 

 

①外部講習会等の積極的活用 

【経営支援能力向上セミナー】 

 経営指導員及び一般職員の支援能力の一層の向上のため、宮城県商工会連合会主催

の「経営支援能力向上研修会」や中小企業基盤整備機構が主催する研修に対し、計

画的に経営指導員等を派遣する。 

 

【ＤＸ推進に向けたセミナー】 

 喫緊の課題である地域の事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、経営指導員及び

一般職員のＩＴスキルを向上させ、ニーズに合わせた相談・指導を可能にするため、

下記のようなＤＸ推進取組に係る・指導能力の向上のためのセミナーについても積

極的に参加する。 

 

<ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取組> 

 ⅰ.事業者にとって内向け(業務効率化等)の取組 

  クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等のＩＴツール、 

  補助金の電子申請、情報セキュリティ対策等 

 ⅱ.事業者にとって外向け(需要開拓等)の取組 

  ホームページ等を活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・運用オン

ライン展示会、ＳＮＳを活用した広報、モバイルオーダーシステム等 

 ⅲ.その他取組 

  オンライン経営指導の方法等 

 

②ＯＪＴの実施 

 支援経験の豊富な経営指導員と一般職員とがチームを組成し、巡回指導や窓口相談

の機会を活用したＯＪＴを積極的に実施し、組織全体としての支援能力の向上を図

る。 



２０ 
 

 

③職員間の定期ミーティングの開催 

 経営指導員研修会等へ出席した経営指導員が順番で講師を務め、ＩＴ等の活用方法

や具体的なツール等について紹介、経営支援の基礎から話の引出し術に至るまで、

定期的なミーティング(月 1回、年間１２回)を開催し意見交換等を行うことで、職

員の支援能力の向上を図る。 

 

④データベース化 

 事業者支援において、経営状況の分析などを担当経営指導員等が基幹システムや

BIZ ミルのシステム上のデータ入力を適時・適切に行い、支援中の小規模事業者の

状況等を職員全員が相互共有できるようにすることで、担当外の職員でも一定レベ

ル以上の対応ができるようにするとともに、支援ノウハウを蓄積し組織内で共有す

ることで支援能力の向上を図る。 
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（別表２）  

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和 4年 11 月現在） 

(１)実施体制(商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村

の経営発達支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／

経営指導員の関与体制 等) 

   

 

        蔵王町商工会 

 

       経営指導員    1 名 (参事) 

       法定経営指導員  1 名 

       補助員      2 名 

       記帳専任職員   1 名 

       臨時職員     2 名 

 

 

 

(２)商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定

する経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

氏 名：大野 美和 

連絡先：蔵王町商工会 TEL0224-33-2138 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

 経営発達支援計画の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事

業の評価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

(３)商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

 〒989-0821 宮城県刈田郡蔵王町大字円田字駅内 62-1 

       蔵王町商工会  

       TEL：0224-33-2138／FAX：0224-33-3399 

       e-mail：zao1@coral.ocn.ne.jp 

 

②関係市町村 

 〒989-0892 宮城県刈田郡蔵王町大字円田字西浦北 10 

       蔵王町 農林観光課 商工振興係 

       TEL：0224-33-2215／FAX：0224-33-2257 

       e-mail：norinkankou@town.zao.miyagi.jp 

 
蔵王町 
農林観光課 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

（単位 千円） 

 
R05 年度 R06 年度 R07 年度 R08 年度 R09 年度 

必要な資金の額 600 600 600 600 600 

 

  

１.地域の経済動向調査 

２.需要動向調査 

 ３.経営状況の分析 

 ４.事業計画策定支援 

 ５.事業計画策定後の実施支援 

 ６.新たな需要の開拓に寄与する事業 

 

50 

100 

50 

100 

100 

200 

 

50 

100 

50 

100 

100 

200 

 

50 

100 

50 

100 

100 

200 

 

50 

100 

50 

100 

100 

200 

 

50 

100 

50 

100 

100 

200 

      

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

調達方法 

会費収入、手数料、国補助金、県補助金、町補助金 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者

を連携して経営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所             

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 


